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　　野　田　佳　彦　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
全日本自治団体労働組合
中央執行委員長　徳永　秀昭
男女平等社会実現を求める要請書
　日頃から男女平等社会の実現にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。
さて、2010年に男女共同参画基本法に基づく「第３次男女共同参画基本計画」が策定され、同年「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「行動指針」が政労使トップの交代を機に新たな合意として結ばれました。私たちは、それぞれの計画の進捗状況を点検・検証し、地方自治体、労働組合、ＮＰＯなど幅広い関係者との十分な意見交換を行い、着実な施策の推進をはかる必要があると考えています。
　また、2011年11月に発表された「ジェンダーギャップ指数」（GGI）によると、日本は135カ国中98位（2010年は134カ国中94位）であり、特に政治分野及び経済分野における格差が大きいためこのような低い順位となっていると分析されています。国際的にみても男女平等社会の実現に向けた多くの課題が存在しているといえます。
引き続き「ワーク・ライフ・バランス」社会の実現に向け、「行動指針」を早期に達成する努力が求められ、内閣府の一層のリーダーシップが期待されるところです。つきましては、男女平等社会の実現にむけて、下記事項について特段の尽力を要請いたします。
記
1.　ワーク・ライフ・バランス社会の実現をめざし、職場における男女格差の解消に向けて取り組むとともに、「行動指針」を早期に達成するための具体策を講じること。
2.　男女共同参画社会基本法・男女共同参画基本計画について
　(1)　男女共同参画社会基本法をあらゆる機会・媒体等を通じ、広く周知徹底すること。また、男女共同参画社会基本法の趣旨に沿って、全ての自治体での基本計画、条例策定の推進のための支援策を講じること。
　(2)　男女共同参画推進本部は、ナショナルマシナリー（国内推進機構）としての機能を発揮し、関係行政機関と緊密な連携のもと、横断的・総合的政策展開を進めること。
(3)　男女共同参画社会基本法に関わる苦情処理等に対応するため、政府および男女共同参画会議に対し、意見を述べ勧告する権限を持つ第三者機関（オンブスパーソン）を設けること。
3.　女子差別撤廃条約選択議定書の批准を早急に行うこと。
4.　公務部門における「女性の参画加速プログラム」を推進し、早期に目標を達成すること。
5.　改正男女雇用機会均等法や改正パートタイム労働法を実効あるものとするために情報提供・啓発など必要な措置を講じること。
6.　改正ＤＶ法を踏まえて、関係省庁と連携のうえ、施策の着実な履行と環境整備をはかるための支援措置を講じること。
7.　労働組合におけるポジティブ・アクション推進の支援について
　　労働組合組織における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的として女性組合員に対して行なう特別措置（ポジティブ・アクション）については、「労働組合の意思決定機関への男女平等参画を進め、男女組合員の実質的な機会均等を促進する不可欠な措置」であり、労働組合法第５条２項３号の趣旨に合致することを明確にし、労働組合組織における男女平等参画推進策を支援すること。
　　　　　　　　※　労働組合法第５条２項３号：「単位労働組合の組合員は労働組合のすべての問題に参与する権利及び均等の取り扱いを受ける権利を有する」
7東日本大震災における社会画社会を実現させるたること。ています。






























































































以　上
